
平成25年度第１回 京都府環境審議会環境管理部会次第

平成25年５月28日（火）

御所西 京都平安ホテル

３階 羽衣の間

１ 開 会

２ あいさつ

３ 部会長選出

４ 京都府環境影響評価条例の一部改正について

５ 報告事項

６ 閉会
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京都府環境審議会 環境管理部会名簿

青 野 正 二 大阪大学大学院人間科学研究科 准教授
あ お の し ょ う じ

伊 庭 節 子 京都府中小企業団体中央会 理事
い ば せ つ こ

上 里 美登利 弁護士
う え さ と み ど り

笠 原 三紀夫 京都大学名誉教授
か さ は ら み き お

國 領 佐知子 日本労働組合総連合会京都府連合会女性委員会 委員長
こくりょう さ ち こ

武 田 隆 司 一般社団法人京都府医師会 理事
た け だ り ゅ う じ

寺 島 泰 京都大学名誉教授
て ら し ま ゆたか

長 畑 和 典 公益社団法人京都工業会環境委員会 委員長
な が は た か ず の り

中 室 克 彦 摂南大学理工学部 教授
な か む ろ か つ ひ こ

村 松 光 男 京都河川美化団体連合会 会長
む ら ま つ み つ お

山 田 悦 京都工芸繊維大学環境科学センター 教授
や ま だ えつ

横 山 卓 雄 同志社大学名誉教授
よ こ や ま た く お

渡 邉 紹 裕 京都大学大学院地球環境学堂 教授
わ た な べ つ ぎ ひ ろ

（五十音順）
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京都府環境審議会条例（平成６年京都府条例第14号）

（趣旨）

第１条 この条例は、環境基本法（平成５年法律第91号）第43条第２項及び自然環境保全

法（昭和47年法律第85号）第51条第３項の規定により、京都府環境審議会（以下「審議

会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（組織）

第２条 審議会は、委員65人以内で組織する。

２ 委員は、学識経験を有する者その他適当と思われる者のうちから、知事が任命する。

（委員の任期）

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。

（特別委員）

第４条 審議会には、委員のほか、特別委員を置くことができる。

２ 特別委員は、関係行政機関の職員のうちから、知事が任命する。

３ 特別委員は、議決に加わることができない。

（会長）

第５条 審議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。

２ 会長は、審議会の会務を総理する。

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。

（会議）

第６条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決をすることができない。

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。

（部会）

第７条 審議会に、専門の事項を調査審議するため、部会を置くことができる。

２ 部会に属する委員は、会長が指名する。

（意見の聴取）

第８条 審議会及び部会は、調査審議のため必要があるときは、専門の知識を有する者等

から意見を聴くことができる。

（庶務）

第９条 審議会の庶務は、文化環境部において処理する。
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（委任）

第10条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会

に諮って定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成６年８月１日から施行する。

（京都府公害対策審議会条例の廃止）

２ 京都府公害対策審議会条例（昭和46年京都府条例第35号）は、廃止する。

（京都府公害防止条例の一部改正）

３ 京都府公害防止条例（昭和46年京都府条例第９号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略

（京都府衛生検査等使用料及び手数料条例の一部改正）

４ 京都府衛生検査等使用料及び手数料条例（昭和51年京都府条例第39号）の一部を次の

ように改正する。

〔次のよう〕略

附 則（平成７年条例第３号）抄

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から起算して１月を超えない範囲内において規則で定める日か

ら施行する。（平成７年規則第16号で平成７年４月１日から施行）

附 則（平成12年条例第36号）

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（京都府自然環境保全審議会条例の廃止）

２ 京都府自然環境保全審議会条例（昭和48年京都府条例第14号）は、廃止する。

（京都府環境を守り育てる条例の一部改正）

３ 京都府環境を守り育てる条例（平成７年京都府条例第33号）の一部を次のように改正

する。

〔次のよう〕略

附 則（平成19年条例第61号）抄

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日か

ら施行する。（平成20年規則第20号で平成20年４月１日から施行）
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京都府環境審議会運営要領

（趣旨）

第１条 この要領は、京都府環境審議会（以下「審議会」という。）の運営に関し必要な

事項を定めるものとする。

（会議の招集）

第２条 会長は、審議会を招集しようとするときは、あらかじめ期日、場所及び議案を委

員に通知するものとする。

２ 会長は、必要あると判断するときは、審議会に特別委員を招集することができる。

３ 会長は、前項の規定により特別委員を招集しようとするときは、あらかじめ期日、場

所及び議案を特別委員に通知するものとする。

（部会）

第３条 審議会に次の部会を置く。

(1) 総合政策部会

(2) 地球環境部会

(3) 廃棄物・循環型社会形成部会

(4) 環境管理部会

(5) 自然・鳥獣保護部会

(6) 温泉部会

２ 部会の所掌事務は、別表に定めるところによる。

３ 会長及び会長職務代理は、必要あると判断するときは、各部会の審議に加わることが

できる。

（諮問の付議）

第４条 会長は、諮問を受けた場合は、当該諮問を適当な部会に付議することができる。

（部会の決議）

第５条 審議会は、部会の決議をもって審議会の決議とする。ただし、特に重要な事項と

して会長が認めるものを除く。

（専門委員会）

第６条 部会は、専門の事項を調査検討するため、部会長が指名する委員及び専門の知識

を有する者等による専門委員会を置くことができる。

２ 専門委員会に委員長を置き、部会長が指名する。

３ 委員長は専門委員会を招集し、会務を総理する。

（会議の公開）

第７条 審議会の会議は公開とする。ただし、京都府情報公開条例（平成１３年京都府条

例第１号）第６条各号のいずれかに該当する情報について審議等を行う場合は非公開と

することができる。
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（準用）

第８条 京都府環境審議会条例（平成６年京都府条例第14号）第５条及び第６条の規定は、

部会に準用する。この場合において、これらの規定中「審議会」とあるのは「部会」と、

「会長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。

２ 第２条及び第７条の規定は、部会及び専門委員会に準用する。この場合において、こ

れらの規定中「審議会」とあるのは「部会」又は「専門委員会」と、「会長」とあるの

は「部会長」又は「委員長」と読み替えるものとする。

（会議録）

第９条 審議会、部会及び専門委員会の議事については、会議録を調製し、会議の概要を

記載しておかなければならない。

（委任）

第10条 この要領に定めるもののほか、審議会、部会及び専門委員会の運営に関し必要な

事項は、会長、部会長又は委員長が定める。

附 則

この要領は、平成１２年１２月２１日から施行する。

附 則

この要領は、平成１３年７月５日から施行する。

附 則

この要領は、平成１４年１０月９日から施行する。

附 則

この要領は、平成１７年３月３日から施行する。

附 則

この要領は、平成１９年３月１４日から施行する。

別 表

部会名 所掌事務

総合政策部会 環境基本計画その他の環境に係る基本的事項に関すること（他

の部会の所掌に属するものを除く。）。

地球環境部会 地球環境対策に関すること。

廃棄物・循環型社会 廃棄物対策及び循環型社会の形成に関すること。

形成部会

環境管理部会 大気汚染防止、公共用水域及び地下水の水質汚濁防止、土壌汚

染防止、騒音防止、振動防止、地盤沈下防止、悪臭防止に関す

ること。

自然・鳥獣保護部会 自然環境の保全並びに鳥獣の保護及び狩猟に関すること。

温泉部会 温泉の掘削等に関すること。


